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第 1 章 策定の趣旨等 
 
１ 策定の趣旨 

本市では、企業誘致による工業都市としての発展を目的として昭和 33 年に

岡山工業用水道の建設に着手し、昭和 41 年 4 月から給水を開始しました。 

また、旧御津郡御津町でも、昭和 61 年に工業用水道の建設に着手し、平成

3 年 6 月から給水を開始、平成 17 年の合併以降は、本市が御津工業用水道と

して事業を引き継いでいます。 

現在、岡山工業用水道は創設から 50 年以上が経過し、施設、管路とも老朽

化が進んでおり、また、御津工業用水道においては、平成 30 年 7 月豪雨によ

り取水場が浸水被害を受けました。今後も安定した給水を確保し、企業の経済

活動を支え続けるためには、老朽化した施設、管路の更新が急務であり、近年、

多発する自然災害への対策や近い将来に発生する可能性が高いとされている

南海トラフ巨大地震への対策等、強靭な施設を構築するための整備が必要とな

っています。 

しかし、その一方で、産業構造の変化、契約事業所の撤退などを原因とする

水需要の減少により、経営は非常に厳しい状況にあり、現在の財務状況で多額

の更新費用を賄うことは困難です。 

このような状況を踏まえ、本市工業用水道事業の現状と課題を整理し、事業

継続の必要性や施設整備に関する契約事業所の意見、要望を参考にした上で、

これからの施設の更新計画と財政見通しについて「岡山市工業用水道事業計画」

として策定しました。 

今後も、この計画に基づいて効率的な事業経営に努めるとともに、契約事業

所に適宜、経営情報をお知らせし、ご理解をいただきながら事業を進めてまい

ります。 

なお、この計画は、総務省から地方公営企業に対して策定を要請されている

「経営戦略」として位置付けます。 

◆ 料金改定を踏まえた経営計画の改訂（令和 7 年 3 月） 

事業運営の安定化を目指し、令和６年 4 月 1 日に料金改定を実施しました。

料金改定の影響を踏まえ、経営計画の一部（財政収支及び料金表）を見直しま

した。 

２ 計画期間 

10 年間（令和５年 4 月 1 日から令和 1５年 3 月 31 日まで） 

2025.3.19
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第２章 岡山工業用水道 
 
１ 現状と課題 

(1) 施設 

■現状■ 

 岡山工業用水道は、旭川の伏流水を水源とし、三野浄水場北の工水取水場

を起点として市内中心部を経由し南へ、児島湾沿岸に至る管路を整備、現在、

７つの契約事業所に給水を行っています。 

◆施設位置図 
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◆施設概要 給水能力 25,000m3/日 

施設 数量等 築造年度 

取水井 11 井 S41 

取水管（φ1500mm～φ500mm） 約 1.2km S41 

取水井（ポンプ井） 1 井 S40 

取水棟 1 棟 S40 

配水ポンプ 
両吸込渦巻ポンプ 2 台 H18 

立軸斜流ポンプ 2 台 H14 

配水管（φ1000mm～φ250mm） 約 13.5km S40～R2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆管路は老朽化が進んでいます。平成 27 年 12 月からの半年間で管路の漏

水事故が相次いで３回発生しました。平成 28 年 2 月に水道管の状態を調

査したところ、管厚が最大で初期値の半分になった箇所があり、著しい腐

食を受けた状態であることが分かりました。 

 

 
 
 
 
 
 
 

◆配水管の耐震管率は約 2３％です。（耐震管延長 3.1km） 

◆配水ポンプなど施設の老朽化も進んでいます。 

漏水状況 管体調査 
(腐食の広さと深さを計測中） 

取水井（旭川中州の地下に設置） 配水ポンプ 
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 法定耐用年数を超えて使用している資産の割合 

 （それぞれの分類の中で法定耐用年数を超えて使用している資産の原価合計÷それぞれの分類ごとの全資産原価合計）×100 

分 類 令和３年度 備 考 

構築物 49.2% 取水管、配水管など 

機械及び装置 68.5% 発電機、配水ポンプなど 

 

■課題■ 

◆老朽化した管路や施設の更新と南海トラフ巨大地震に備えた耐震化が急

務です。 

◆施設の全面的な更新を実施するには、多額の費用が必要で、工期も長期間

にわたります。 

 

(2) 水需要と料金収入 

ア 契約水量、契約事業所数 

■現状■ 

     
◆契約水量は昭和 46 年に 40,044m3/日にまで増加しましたが、産業構造

の 変 化 や 契 約 事 業 所 の 撤 退 な ど に よ り 、 ピ ー ク 時 の 約 60 ％ の

24,021m3/日にまで減少しています。 

 

 

 

契約水量の推移 
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◆契約事業所数は 5～8 事業所で推移しています。 

 

イ 料金 

■現状■ 

〇現行料金表（令和６年 4 月 1 日改定・税抜） 

基本料金（契約水量 1 立方メートルにつき） 30 円 

超過料金（超過水量 1 立方メートルにつき） 60 円 

○メーター使用料（令和６年 4 月 1 日改定・1 か月につき・税抜） 

口径 金額 口径 金額 

50 mm 25,000 円 200 mm 43,000 円 

75 mm 27,000 円 250 mm 55,000 円 

100 mm 29,000 円 300 mm 

以上 
管理者が別に定める 

150 mm 35,000 円 

 

 

◆料金＝基本料金＋超過料金＋メーター使用料＋消費税 

・基本料金は、契約事業所ごとに定めた契約水量に適用します。実際の

使用水量が契約水量に満たない場合でも契約水量まで使用したもの

とみなす「責任水量制」を採用しています。 

・超過料金は、契約水量を超えて使用した水量に適用します。 

 

 

 

契約事業所数の推移 
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〇料金改定状況（税抜） 

改定年月日 
基本料金（契約水量 1 立

方メートルにつき） 

超過料金（超過水量 1 立

方メートルにつき） 

S52.1.1 16 円 50 銭 33 円 

S56.4.1 20 円 40 円 

S61.4.1 22 円 44 円 

H17.4.1 25 円 50 円 

R6.4.1 30 円 60 円 

◆物価上昇や実施する建設投資等に応じて料金の改定を行っています。 

 

     
◆平成 17 年から、令和６年４月まで 19 年間料金改定をしていませんで

した。契約事業所の事業縮小や撤退もあって料金収入は平成 17 年度と

比較して 82％に減少しています。 

 

■課題■ 

◆契約事業所に対する聞き取りの結果、契約水量は現在の水準が続く見込

みであることから、これからの更新事業に備え、令和２年３月末をもっ

て、施設能力を 70,000m3/日から 25,000m3/日に縮小しました。施設

能力を現在の水準に合わせたことから、契約水量の増量や新規事業所の

参加によって料金収入が大きく増えることは見込めません。 

料金改定 

18%減少 

料金収入の推移 
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(3) 経営 

ア 財政状況 

■現状■ 

     
◆管路更新工事により内部留保資金が減少する年度もありましたが、平成

17 年度の料金改定以降も人員削減など経営効率化を図った結果、内部

留保資金は増加傾向にあります。 

 

     
◆収益的収支では、これまで毎年度、黒字となっています。 

※収益的収支（損益計算）とは 

公営企業会計の収入支出には、1事業年度の経営活動に伴い発生したすべての

収入とそれに対応するすべての支出を表す「収益的収支」と、将来の経営活動

収益的収支（損益計算）※の推移 
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に備えて行う建設改良及び建設改良に係る企業債償還金などの支出とその財源

となる企業債等の収入を表す「資本的収支」があります。ここでの収益的収支

（損益計算）とは、収益的収支の収支結果である純利益、純損失のことを表し

ています。 

 

■課題■ 

◆今後、老朽施設の更新、耐震化に向けた建設投資を必要としていますが、

現状では、建設投資を実施した場合、早期に内部留保資金が底をつく見

込みです。 

◆今後、上水道施設の一部を利用することによる使用料等が発生し、収益

的収支の悪化が見込まれています。 

 

イ 企業債の状況 

■現状■ 

◆大規模な建設投資を行う場合には、企業債の借入を行っています。未償

還の企業債は平成 18 年発行分の約 2,150 万円です。（令和 16 年度全

額償還予定） 

 

２ 今後の取組 

(1) 基本方針 

現在の管路及び施設には、老朽化や災害への脆弱性があり、これらを解消

する必要がありますが、対策には多くの費用がかかるため、経営基盤の強化

が必要です。 

今後も、契約事業所が安心して使用できるように、「強靭な水道施設の構

築」、「経営の持続」の取組を基本に安定した給水の確保に努めてまいります。 
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(2) 強靭な水道施設の構築 

ア 施設共用化（※）による安定給水の確保 

約１０km の非耐震管路すべてを更新、耐震化すると、多額の費用がかかる

上、長期にわたる工事が必要です。そこで、上水道の施設を一部利用する施

設共用化（以下「共用化」という。）により、費用負担を軽減すると共に、早

期に脆弱管路の解消を図ります。 

   

※施設共用化 

 浄水池や水道管路など上水道の施設を利用して、工業用水を契約事業所に送

ること。そのためには工業用水道の水源から取水した水を上水道の水質基準に適

合するよう紫外線処理等が必要となりますが、約 10km の非耐震管路をすべて更

 

共用資産

浄水池

発電機
次亜塩素
注入設備

急速ろ過 薬品沈澱池

工水取水場

地下水

受電･制御系

工水資産

処理設備

三野浄水場

市
内
へ

Ｐ

Ｐ
紫外線

（更新）

（新設） （新設）
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新した場合と比較すると約 3 分の１の費用で老朽化した管路を解消することが

でき、その期間も大幅に短縮されます（非耐震管路約 10km のうち共用化は約

7km）。 

 

◆老朽化した管路の早期解消を目指して、令和元年度から共用化事業に着手

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆耐震管率の着実な向上を図ります。 

〇耐震管率 現状と目標値 

現状（令和 4 年度） 令和６年度 令和 18 年度 

23％ 65％（※） 90％（※） 

※共用化する上水道の耐震管を含んだ数値 

 

(3) 経営の持続 

ア 経営基盤の強化 

◆早期に脆弱管路を解消できるうえ、費用負担の軽減が見込める共用化を

実施します。 

◆適正規模の企業債を借入れすることにより負担を平準化します。 

 

令和元年度～５年度

• 共用化事業着手
（紫外線処理設備等整備事業）

令和６年度～

• 共用化施設を使用した給水開始
（老朽化した管路の解消工事継続）

～令和18年度

• 老朽化した管路の解消工事終了
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３ 投資・財政計画（収支計画）【令和６年４月料金改定後】 

(1) 投資計画 

  ◆令和 24 年度までの更新計画を示しています。 

   
                                                      本事業計画 該当部分※ 共用化部分は上水道事業が整備。工業用水道事業の負担額を抜粋。 

工業用水道事業は供給開始後に負担金として費用を負担する。 
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◆契約事業所への聞き取り結果に基づき施設能力を25,000m3/日に縮小しま

した。今後、管路及び施設を適正な規模に更新することにより更新費用の

抑制を図ります。 

◆施設は、老朽化した送水ポンプを更新します。 

◆管路は、共用化により脆弱管路を早期に解消します。共用化後の耐震管率

は65％になります。その後も老朽化した管路の更新を行います。 

 

(2) 財政計画 

ア 計画期間中の財政見通し 

 投資計画を基にした計画期間中の財政見通しは下図のとおりです。 

【令和６年４月料金改定後】 

    

   ◆計画期間の後半には、内部留保資金の減少が続き、令和 14 年度には約

2 億 9 千万円になり、令和 3 年度と比較すると 4 割以下になる見込みで

す。 
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【令和６年４月料金改定後】 

    
   ◆令和６年度から上水道施設の利用が始まり、その使用負担金等が発生す

る影響等から収益的収支は令和 12 年度以降悪化する見込みです。 

 

イ 財政見通し策定にあたっての条件設定 

【令和６年４月料金改定後】 

   ◆収入 

料金収入 
令和６年度予算の契約水量に過去の実績を考慮した上

で料金収入を計上 

企業債 期間中、9 億円の企業債の借り入れを予定 

  ◆支出 

建設改良費 共用化に伴う管路の更新費用を含む 19 億円を計上 

元利償還金 新規分は、利率 1.5％を想定（償還期間 25 年、据置なし） 

水道事業会計

への負担金 

共用化に伴い、上水道の資産の利用に係る動力費、減価

償却費、支払利息等の費用約 12 億円を計上 

人件費 
工業用水を供給するための人員として７名（令和 4 年度

と比較して４名減）の人件費を計上 

物件費 令和 4 年度予算額と同程度の見込み額を計上 

 

  

収益的収支（損益計算）の推移 

決算値 
-20 
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(3) 財政見通し 

収支ギャップを解消するため、令和 6 年 4 月に料金改定を実施しました。

しかし、計画期間の後半には共用化及び老朽化した管路の解消工事に伴い、

再び収支ギャップが生じて内部留保資金が減少し続ける見込みです。より一

層の経営改善を行うとともに、料金改定も含めた財源確保策について検討し

ていきます。 
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第３章 御津工業用水道 
 
１ 現状と課題 

(1) 施設 

■現状■ 

 御津工業用水道は、旭川の西岸に築造された金川取水場の浅井戸を水源と

して、御津河内、御津宇垣、御津高津等、主には御津工業団地に至る管路を

整備し、現在、７つの契約事業所に給水を行っています。 

◆施設位置図 

    
  

契約事業所

送水管路

耐震管

耐震適合管

非耐震管

非耐震管

耐震適合管
配水管路
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◆施設概要 給水能力 3,000 m3/日 

施設 数量等 築造年度 

取水井 1 井 S62 

取水ポンプ ３台 H27 

遊離炭酸除去装置 1 式 H3 

送水ポンプ井 1 井 S62 

送水ポンプ 2 台 H27 

送水管 約 4.0km S61～H21 

発電設備 1 台 S62 

次亜塩注入設備 2 台 H18 

配水池（原水調整池） 1 池 S62 

配水管 約 4.8km S61～H14 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆御津工業用水道は昭和 6１年度～平成 5 年度に建設された比較的新しい施

設であり、給水開始後 2９～3６年を経過、管路等は法定耐用年数を経過し

ていません。 

◆管路の耐震適合率（※）は約 38％です。（耐震適合性のある管の延長 3.3km） 

 ※ 耐震適合率とは、管路総延長のうち耐震適合性のある管の割合。耐震適合性のあ

る管には、耐震管のほかに管種及び地盤の性状を勘案して耐震性があると評価で

きる管が含まれます。 

◆金川取水場及び宇垣配水場の多くの設備は、昭和 61 年の創設時から更新

されておらず、中には法定耐用年数を経過したものもあります。 

 

 

 

金川取水場 取水井 宇垣配水場 原水調整池 
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 法定耐用年数を超えて使用している資産の割合 

 （それぞれの分類の中で法定耐用年数を超えて使用している資産の原価合計÷それぞれの分類ごとの全資産原価合計）×100 

分 類 令和３年度 備 考 

構築物 17.4% 取水井、仕切弁など 

機械及び装置 66.9% 電気計測設備、発電機など 

◆平成 30 年 7 月豪雨災害では、金川取水場が浸水したため、契約事業所の

ご理解を得て工業用水道の送水を一時的に停止しました。現在は、防水扉

の設置等の浸水対策を講じています。 

 

■課題■ 

◆一部の耐震適合管路を除き、すべての管路を耐震化するためには約 5.5km

の更新が必要です。 

◆取水場及び配水場の設備は更新が必要です。また、送水ポンプ室や原水調

整池などは耐震診断を行い、その結果によっては耐震補強工事等を行う必

要があります。 

◆管路の耐震化などの震災対策は急務となっていますが、厳しい財政状況の

下、その投資額は費用負担に大きな影響を与えることから、施設や管路の

使用年数を踏まえ、契約事業所の意見を参考にしながら、更新の規模や時

期を検討する必要があります。 
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(2) 水需要と料金収入 

ア 契約水量、契約事業所数 

■現状■ 

     
◆契約水量は平成 24 年に 945m3/日にまで増加しましたが、契約事業所

の撤退などにより、865m3/日に減少しています。 

◆現在の計画給水量（3,000m3/日）に対して契約水量が占める割合は約

29％と低い状態が続いています。 

     

◆近年の契約事業所数は 6～8 事業所で推移し、大きな増減はありません。 

 

■課題■ 

◆契約水量は、概ね現在の水準が続くものと見込んでおり、料金収入の向

上につながる大きな増加は期待できません。 

契約水量の推移 

契約事業所数の推移 
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・契約事業所に対する聞き取りでは、全体を通じて今後の契約水量に大

きな増減はない見込みです。 

・工業団地内に未売却の土地はありません。新規立地による大幅な需要

増は見込めません。 

 
イ 給水状況 

■現状■（令和 3 年度実績値） 

◆契約水量が 865m3/日であるのに対し、1 日最大配水量が 1,537m3/日、

1 日平均配水量が 953m3/日と、大きな乖離があります。 

◆主な用途は冷却用であり、季節によって配水量の変動が大きいのが特徴

です。ピーク時には契約水量を超えて使用する状況が常態化しており、

1 か月間の使用水量が契約水量の 2 倍以上となった契約事業所もありま

す。 

◆御津工水の負荷率（※）は非常に低く、非効率的な施設の利用状況にな

っています。 

 1 日平均配水量 

（ｍ３／日） 

1 日最大配水量 

（ｍ３／日） 
負荷率（％） 

御津工水 953 1,537 62.0 

岡山工水 20,461 23,790 86.0 

※負荷率＝1 日平均配水量／1 日最大配水量。指標値が高いほど、施

設が効率的に利用されていることを示します。 

 

■課題■ 

◆契約水量は日量で定められており、かつ、24 時間均等に使用することが

最も効果的です。施設の利用効率の向上を図るため、契約事業所に均等

な水の利用を要請する必要があります。 

◆今後、施設更新を行う場合は、建設投資の削減を図るため、契約事業所

のピーク時の水需要を踏まえて施設能力を決定し、ダウンサイジングす

る必要があります。その施設整備費用について、負担が公平となるよう、

契約事業所にはピーク時の水需要に合わせた契約水量の見直しを要請

する必要があります。 
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ウ 料金 

■現状■ 

〇現行料金表（令和６年４月施行・税抜） 

 基本料金（契約水量 1 立方メートルにつき） 54 円 

 超過料金（超過水量 1 立方メートルにつき） 108 円 

※御津工業用水道は、契約事業所の負担でメーターを設置しているため、

メーター使用料を徴収していません。 

◆料金＝基本料金＋超過料金＋消費税 

・基本料金は、契約事業所ごとに定めた契約水量に適用します。実際の

使用水量が契約水量に満たない場合でも契約水量まで使用したもの

とみなす「責任水量制」を採用しています。 

・超過料金は、契約水量を超えて使用した水量に適用します。 

◆平成 3 年の創設時の料金を約 30 年間維持していました。国の補助金の

交付を受けていたため、国が定めた基準料金 45 円を超えることが認め

られていませんでしたが、現在、その制度は廃止されています。 

◆損益収支の赤字解消を目指すため、令和６年４月に創設以来据え置いて

きた料金の改定を実施しました。 

     
◆料金収入は 1,700 万円から 2,500 万円で推移しています。 

 

■課題■ 

◆料金収入は超過料金の影響が大きく、毎年度の収入にバラつきが生じて

おり、安定した経営とは言えません。 

収入の差が激しい 

800 万円 

料金収入の推移 
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 (3) 経営 

ア 財政状況 

■現状■ 

     
◆内部留保資金は近年、１億円から 1 億 5 千万円の間を推移しています。 

 

     
◆収益的収支では、頻繁に純損失が発生しており、近年、赤字経営が続い

ています。 

※収益的収支（損益計算） 「7 頁下～８頁上」参照。 

  

収益的収支（損益計算）※の推移 
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 ◆収支に関する指標 

指 標 令和 3 年度 備 考 

経常収支比率 94.4% 
経常費用が経常収益によってどの程度賄われて

いるかを示す指標。これが 100％未満であるこ

とは経常損失が生じていることを意味する。 

料金回収率 93.7% 

供給単価と給水原価の状況を示す指標。この比

率が 100％を下回っている場合、給水にかかる

費用が料金収入以外の収入（繰入金、補助金、

内部留保資金など）で賄われていることを意味

する。 

 

■課題■ 

◆創設時に造られた施設の本格更新をやがて迎えますが、そのための内部

留保資金を確保できていません。施設の更新が始まると早期に内部留保

資金が底をつく見込みです。 

◆純損失が連続で発生しており、収益的収支の黒字化を図る必要がありま

す。その指標である経常収支比率及び料金回収率を 100％以上にするこ

とが必要です。 

 

イ 企業債の状況 

■現状■ 

◆施設創設時に企業債の借入を行っていますが、令和３年度をもって償還

が終了しました。 

 

２ 今後の取組 

(1) 基本方針 

現在の施設には老朽化や災害への脆弱性があり、管路には災害への脆弱性

があります。これらを解消する必要がありますが、対策には多くの費用がか

かるため、経営基盤の強化が必要です。 

今後も、契約事業所が安心して使用できるように、管路の長寿命化を図り

ながら着実に「強靭な水道施設の構築」、「経営の持続」の取組を進め、安定

した給水の確保に努めてまいります。 

 

(2) 強靭な水道施設の構築 

ア 管路及び施設の更新 

◆管路は、非耐震の送水管を優先的に更新します。 
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◆施設については、耐震診断を早期に行い、その結果に応じて耐震補強工

事等を行います。 

◆金川取水場及び宇垣配水場のポンプ等の設備は、状態を見極めながら、

適宜更新を行います。 

◆施設更新に当たっては、各契約事業所の今後の水需要見込みに合わせて

施設をダウンサイジングし、更新費用の抑制を図ります。 

 

(3) 経営の持続 

ア 経営基盤の強化 

◆適正規模の企業債を借入れすることにより負担を平準化します。 
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３ 投資・財政計画（収支計画）【令和 6 年４月料金改定後】 

(1) 投資計画 

 ◆令和 24 年度までの更新計画を示しています。 

   
 

 本事業計画 該当部分
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◆契約事業所への聞き取り結果等に基づいて、施設能力を適正な規模に縮小し、

更新費用の抑制を図ります。 

◆施設及び設備の更新期間の考え方は次のとおりです。 

施 設 年数 考え方 

RC 構造物 取水井、配水池、ポンプ井 100 年 実績をもとに設定 

ポンプ 取水ポンプ、水中ポンプ 20 年 実績をもとに設定 

計装設備 水位計、流量計、遠方監視設備等 20 年 実績をもとに設定 

◆非耐震の送水管（1.7ｋｍ）については、令和２１年度から 3 年間で更新し

ます。更新後の耐震適合率は約 57％になります。 

◆配水管（3.8ｋｍ）は、財政見込みが非常に厳しいことから、長寿命化を図り

ながら更新費用を貯めていきます。そして、投資費用の平準化を図ったうえ

で、順次更新を行っていきます。 

 
(2) 財政計画 

ア 計画期間中の財政見通し 

 投資計画を基にした計画期間の財政見通しは下図のとおりです。 

【令和６年４月料金改定後】 

    

   ◆料金改定により、計画期間中の内部留保資金は確保できる見込みです。 
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【令和６年４月料金改定後】 

    
   ◆料金改定により、収益的収支は概ね均衡状態となりました。 

 

イ 財政見通し策定にあたっての条件設定 

【令和６年４月料金改定後】 

   ◆収入 

料金収入 令和６年度予算の契約水量に過去の実績を考慮した上
で料金収入を計上 

 

   ◆支出 

建設改良費 施設、管路の更新費用等約 1 億円を計上 

元利償還金 新規分は、利率 1.5％を想定（償還期間 25 年、据置なし） 

人件費 0.5 名分の人件費を計上（令和６年度から 0.5 名分の減） 

物件費 令和 4 年度予算額と同程度の見込み額を計上 

 

(3) 財政見通し 

令和６年４月の料金改定により、計画期間中の財政見通しは安定していま

すが、引き続きより一層の経営改善を行うとともに、料金改定も含めた財源

確保策について検討していきます。  

収益的収支（損益計算）の推移 

決算値 
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第４章 フォローアップ 
 

この計画で掲げた取組を着実に推進するため、適宜その進捗状況を評価・検

証します。特に、投資・財政計画と実績が乖離した場合は、その原因を分析し、

計画の見直しなど必要な措置を取ります。 
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参考資料 財政規律 
 

工業用水道事業では、これから創設時に造った施設の更新が始まります。よ

って、中長期視点から事業資金を確保し、経営健全性を維持するために以下の

指標を用いて財政規律を設定します。企業債残高対給水収益比率や内部留保資

金の確保など、上水道と同じ指標を使っていますが、その目安は工業用水道特

有の事情を考慮した上で定めています。 

 

(1) 収益的収支（損益計算）の黒字化 

■設定理由■ 

◆公営企業は利益を求めるものではありませんが、事業を継続するために

必要な利益は得なければなりません。収益的収支の赤字は、減価償却費

などの本来、内部留保され施設整備に使用するための現金を消費し、投

資計画の遅れを招くなど健全な経営を妨げるものとなります。 

 

(2) 企業債残高対給水収益比率 同規模団体平均 400%を目標とする 

■設定理由■ 

◆契約事業所は、現地に工場設置等の投資を行っているため、上水道と比

較し移動はほぼありません。つまり、撤退等がなければ今後も使用する

事業所が同じであることから、多めの企業債でも、次世代への先送りと

いう意味合いよりも、本来の短期巨額の費用を分散負担できる仕組みと

して機能します。 

 

(3) 内部留保資金の確保 ５億円程度（今後 10 か年の目標額） 

■設定理由■ 

◆上水道と比較し移動が少ないとはいえ、大口の契約事業所が撤退した場

合、多大な影響があるため、安定した経営やリスク対応のために内部留

保資金の確保が必要です。企業債残高の半額程度を目標に確保します。 

 

なお、御津工業用水道は給水収益 21 百万円の規模で、岡山工業用水道の約

11 分の 1、岡山市水道事業（上水道）の約 587 分の 1 です。事業規模が極め

て小さいことから、御津工業用水道では「収益的収支（損益計算）の黒字化」

を財政規律の軸として進めてまいります。  
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参考資料 財政見込み１ 
（全体） 
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参考資料 財政見込み２ 
（岡山工業用水道） 
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参考資料 財政見込み３ 
（御津工業用水道） 
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